
三重県医療保健部
長寿介護課

資料２

保険者機能強化推進交付金・

介護保険保険者努力支援交付金

（県分および市町分）の

状況について



各市町村が行う自立支援・重度化防止の取組及び都道府県が行う市町村に対する取組の支援に対し、それぞれ評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じて、
交付金を交付する。

【主な指標】 ① ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化 ④ 介護予防の推進
② ケアマネジメントの質の向上 ⑤ 介護給付適正化事業の推進
③ 多職種連携による地域ケア会議の活性化 ⑥ 要介護状態の維持・改善の度合い

○ 平成29年地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた保険者の取組や都道府県による保険者支援の取組が全国で実施されるよう、
ＰＤＣＡサイクルによる取組を制度化

○ この一環として、自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府県の様々な取組の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、市町村や都道府県
の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するための保険者機能強化推進交付金を創設

○ 令和２年度においては、公的保険制度における介護予防の位置付けを高めるため、保険者機能強化推進交付金に加え、介護保険保険者努力支援交付金（社会保障
の充実分）を創設し、介護予防・健康づくり等に資する取組を重点的に評価することにより配分基準のメリハリ付けを強化

趣 旨

＜参考＞平成２９年介護保険法改正による保険者機能の強化

データに基
づく地域課
題の分析 取組内容・

目標の計画へ
の記載

保険者機能の発揮・向上（取組内容）

・ リハビリ職等と連携して効果的な介護予防を実施
・ 保険者が、多職種が参加する地域ケア会議を活用しケア
マネジメントを支援 等

適切な指標による
実績評価

・ 要介護状態の維
持・改善度合い
・ 地域ケア会議の開
催状況
等

インセンティブ

・ 結果の公表
・ 財政的インセ
ンティブ付与

都道府県が研修等を通じて市町村を支援
国による
分析支援

概 要

令和３年度予算案（令和２年度予算額）：400億円(400億円） 400億円の内訳
・保険者機能強化推進交付金 ：200億円
・介護保険保険者努力支援交付金：200億円（社会保障の充実分）

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金

＜市町村分＞
１ 配分 介護保険保険者努力支援交付金200億円のうち190億円程度

保険者機能強化推進交付金200億円のうち190億円程度
２ 交付対象 市町村（特別区、広域連合及び一部事務組合を含む。）
３ 活用方法 国、都道府県、市町村及び第２号保険料の法定負担割合に加えて、

介護保険特別会計に充当
なお、交付金は、高齢者の市町村の自立支援・重度化防止等に向

けた取組を支援し、一層推進することを趣旨としていることも踏まえ、
各保険者は、交付金を活用し、地域支援事業、市町村特別給付、保
健福祉事業を充実し、高齢者の自立支援、重度化防止、介護予防等
に必要な取組を進めていくことが重要。

＜都道府県分＞
１ 配分 介護保険保険者努力支援交付金200億円のうち10億円程度

保険者機能強化推進交付金200億円のうち10億円程度
２ 交付対象 都道府県
３ 活用方法 高齢者の自立支援・重度化防止等に向けて市町村を支援する

各種事業（市町村に対する研修事業や、リハビリ専門職等の派
遣事業等）の事業費に充当。

国資料

2



令和４年度 保険者機能強化推進交付金等の評価指標等の見直し（概要）

検証結果 項目の変更、曖昧な表現等で、経年的な達成状況の把握が困難
• 評価目的等を精査したうえで、曖昧な表現等を改め文言整理を行う
• 政策的な観点を含めて評価指標を吟味し、取組過程の進捗や取組の深度、
幅を測れるように階層化を図る

• 取組状況の適切な評価、更なる取組の推進に向けた配点の検討
• 第８期介護保険事業計画の基本指針との関係性を明確化

○ 達成状況を把握するための評価指標の設定

 学識経験者、市町村及び都道府県の職員等から構成される検証委員会を設置し、令和４年度に向けた評価指標の見直し等を以下の視点で検証
 市町村等の様々な取組達成状況を評価できる指標となっているか
 評価指標による自己評価や財政的インセンティブが自治体で効果的に活用され、PDCA サイクルによる改善が期待できるか

○ 地域の実情に対する配慮

○ 市町村支援の進捗把握と、市町村評価との連動による質の向上

○ 自己評価の実効性・該当性の担保

○ 保険者機能におけるアウトカム指標の設定

○ 交付金の活用方策

検証結果 評価結果には人口規模による差があり、小規模市町村で顕著
• 評価目的に沿って、保険者が自地域に必要な取組を行っている場合に評
価できるようする等、一定の配慮を行う

検証結果 現行指標は、市町村支援の成果を測るには不十分
• 市町村支援の実効性を高めるために、都道府県の自己評価を通じて、市
町村の取組結果が向上するような仕組みを検討

• 都道府県と市町村がともにより良い方向に進めていくための目標設定と
共有が重要。双方の評価指標との連動性を持たせるなどの検討

検証結果 自己評価者によって判断基準に差がみられ、
第三者が客観性を担保する体制構築も実態を踏まえれば困難

• 評価方法の平準化に向けたマニュアル策定等

検証結果 現状ではアウトカム項目との相関はみられない
（未整理の現行指標、データ取得の限界等が検証精度に影響）

• アウトカムの設定及び必要なデータ収集を行い、アウトカムに直結する
指標設定が必要

• まずは、評価指標の精緻化を図る
• 両交付金それぞれの目標を整理し、その目標に資するプロセスやストラ
クチャーを明らかにし、評価指標に反映することが必要

【保険者機能を評価する意義】
各自治体は、自らの資源の多寡やその有用性を分析し、自分たちの地域に即した地域包括ケアシステムを独自に検討し、構築することが必要
市町村は限られた財源や人的・物的資源の中で、優先順位をもって取組を推進していく、地域マネジメント能力が求められる
自立支援・重度化防止等の取組など、地域包括ケアシステム構築に向けて適切な介護サービスが提供できているか、地域差縮減の観点による評価も含めて、地域マ

ネジメントによる地域包括ケアシステムの深化が着実に進むよう、保険者として果たすべき機能を評価する仕組みが重要

検証結果 新規・拡充事業への交付金活用の低さは、交付金の活
用事例の横展開が十分でないことが一因

• 一般公表等で活用事例を広く展開
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4

評価指標等の見直しの具体例 （達成状況を把握するための評価指標の設定）

検証結果 項目の変更、曖昧な表現等で、経年的な達成状況の把握が困難
⇒ 文言整理と階層化を図る
• 評価目的・意義を精査したうえで、曖昧な表現等について文言整

理
• 取組過程の進捗や取組の深度・幅を測れるように階層化を図った

（原則、市町村は４階層化、都道府県は５階層化）

• 取組状況の適切な評価、更なる取組の推進に向けて、実施率が
極端に高い／低い結果とならないように、見直しを図るとともに、配
点方法を検討

⇒ 事業計画期間（３年間）は、極力、同一指標とする
• 基本指針との関係性を明確化

達成状況を把握するための評価指標の設定

選択肢 回答率

選択肢１

選択肢２

選択肢３

選択肢４

取組が進んでいる場合は点数が高く、
そうでない場合は点数が低いという結果に結びつきやす
い

■階層化による回答率イメージ

― 令和３年度指標 配点 ー

ー

自立支援、重度化防止等に資する施策についての目
標及び目標を実現するための重点施策について、実
績を把握して進捗管理の上、目標が未達成であった
場合の具体的な改善策や目標の見直し等の取組を実
施しているか。

40点

ー

ー

当該地域の介護保険事業の特徴を他の地域と比較
して分析の上、介護給付の適正化の方策を策定し、
実施しているか。

ア 方策を策定していない。
イ 方策を策定し実施している

ア ﾏｲﾅｽ５点
イ 40点

いずれかを選択 ー

基本
指針

令和４年度指標 配点 評価目的・内容

基本
二４
(一)

自立支援、重度化防止等に資する施策について、目
標が未達成であった場合に具体的な改善策や目標の
見直し等の取組を実施しているか。

ア 年に１回以上、実績を踏まえた進捗管理を
行っている

イ 年に１回以上、評価を行っている
ウ 改善・見直し等の取組を実施している
エ 進捗管理の結果をホームページ等で公開し

ている

ア～エ各５点
複数選択可（最
大20点）

【回答条件】ア→
イ→ウ→エの順
に選択可

●過程（PDCAサイ
クル）を評価（Doは
別項目）
・自立支援、重度化
防止等の目標及び
施策の進捗管理
・目標未達成時の
改善プロセスを有し
ている

基本
二４
(一)

当該地域の介護保険事業の特徴を他の地域と比較し
て分析の上、介護給付の適正化の方策を策定し、実
施しているか。

ア 当該地域の介護保険事業の特徴を他の地域
と比較・分析し、方策を策定している

イ 策定した方策に沿って実施している
ウ 方策の改善・見直し等を行うプロセスがあ

る
エ 方策の改善・見直し等の取組結果を公表す

る機会がある

ア～エ各５点
複数選択可
（最大20点）

【回答条件】
ア→イ→ウ→エ
の順に選択可

●過程（PDCAサイ
クル）を評価
・介護給付の適正
化の方策の策定・
実施
・改善・見直しとそ
の結果の公表（HP
等での公開を想定）

■修正イメージ

文言整理・階層化
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5

評価指標等の見直しの具体例（地域の実情に対する配慮など）

検証結果 評価結果には人口規模による差があり、小規模市町村で顕著

地域の実情に対する配慮

⇒ 自己評価のばらつきをおさえるために、評価目的やQ&A集を整理
⇒ 評価方法の平準化に向けて、都道府県による取組を国において収集

し、情報提供を行う（別の老健事業で予定）

自己評価の実効性・該当性の担保

⇒ 評価目的に沿って地域に必要な取組を行っている場合、
評価されるような指標内容へと一定見直し

⇒ 保険者規模別の評価結果を公表

検証結果 自己評価者によって判断基準に差がみられ、第三者が
客観性を担保する体制構築も実態を踏まえれば困難

― 令和３年度指標 配点 ー

ー ④ 介護に関する入門的研修を実施しているか。 10点 ー

ー ⑤ ボランティアポイントの取組を実施しているか。 10点 ー

ー
⑥ 介護施設と就労希望者とのマッチングに取り組んで
いるか。

10点
ー

ー
⑦ 介護助手等の元気高齢者の就労的活動の促進に
取り組んでいるか。

10点
ー

基本
指針

令和４年度指標 配点
評価目的・内

容

任意
三４

多様な人材・介護助手等の元気高齢者の活躍に向けた
取組を実施しているか。

ア 現状分析・課題整理をしている
イ 関係団体の意見を聞いている
ウ 多様な人材・介護助手等の元気高齢者の活

躍に向けた取組を実施している
エ 改善・見直し等の取組の実施

ア～エ各５点
複数選択可（最大
20点）

【回答条件】ア→イ
→ウ→エの順に選
択可

●過程（PDCA
サイクル）を評
価

・高齢者就労・
活躍促進に向け
た課程

■修正イメージ

取組メニューの多さを評価するのではなく、「高齢者就労・活
躍促進」に向けた、PDCAサイクルがまわせているかを評価

交付金の活用方策

検証結果 新規・拡充事業への交付金活用の低さは、交付金の活用
事例の横展開が十分でないことが一因

⇒ 活用事例を収集し、HPで一般公表

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17527.html■厚労省HP
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評価指標等の見直しの具体例 （市町村の達成把握と、市町村評価との連動）①
市町村支援の進捗把握と、市町村評価との連動による質の向上

検証結果 現行指標は、市町村支援の成果を測るには不十分
⇒ 市町村支援の進捗を把握するため、都道府県指標を「分析・計画」

「実行（支援）」「評価・改善」の３段階で再整理
⇒ 都道府県と市町村がともにより良い方向に進むための「目標設定と共

有」が重要との前提にたち、一部指標において双方の評価指標との連
動性を持たせた

■市町村支援の共通的な手順（３段階）

「分析・計画」「実行（支援）」「評価・改善」
の３段階を基に、各指標は５階層（ア～オ）で達
成状況を評価

令和３年度指標

介護給付の適正化に関し、市町村に対する必要な支援を行っているか。

ア 「医療情報との突合」「縦覧点検」の実施を支援している（国保連への委託に係る支援を含む）

イ 管内市町村の「医療情報との突合」「縦覧点検」の達成状況はどのようになっているか

ウ 国保連の適正化システムの操作研修や実地における支援を実施している

エ ケアプラン点検に関する研修や実地における支援を実施している

オ 保険者の効果的な取組事例を紹介する説明会等を実施している

カ 介護給付適正化ブロック研修会について開催又は参加している（ａ開催、ｂ参加）

キ 管内市町村の評価指標Ⅲ(1)②の得点の達成状況はどのようになっているか

令和４年度指標

介護給付の適正化に関し、市町村に対する必要な支援を行っているか。

①分析・計画：分析
ア 各市町村の実施内容、管内の利用者やサービスの特徴等の地域分析を実施している

②分析・計画：計画・戦略
イ 地域分析に基づき、市町村別に目標と取組内容の設定を行っている

③実行：市町村への支援
ウ イに基づき、市町村に対して必要な支援を実施している

④評価・改善：市町村結果による評価（市町村評価から算出）
エ 管内市町村の「医療情報との突合」、「縦覧点検」、「ケアプラン点検」の達成状況

⑤評価・改善：フォローアップ
オ 評価結果を基に、市町村に対して定期的な（１回/年程度）フォローアップを実施している

■修正イメージ

「分析・計画」「実行」「評価・改善」の段階を整理
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令和４年度都道府県分 保険者機能強化推進交付金に係る評価結果＜推進＋支援＞
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全国集計結果 都道府県別得点(満点1,645点、平均点1066.8点、得点率64.9%)

Ⅲ 管内の市町村における評価指標の達成状況による評価(540点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (8)その他(25点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (7)介護人材確保・生産性向上(280点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (6)介護給付適正化(75点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (5)認知症総合支援(75点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (4)在宅医療・介護連携(25点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (3)リハ職活用(90点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (2)生活支援体制整備等(100点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (1)地域ケア、介護予防・日常生活支援総合事業(285点)

Ⅰ 管内の市町村の介護保険事業に係るデータ分析等を踏まえた地域課題・地域差の把握と支援計画(150点)

全国
平均

国資料
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令和４年度都道府県分 保険者機能強化推進交付金に係る評価結果＜推進分＞
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全国集計結果 都道府県別得点(満点1,045点、平均点675.2点、得点率64.6%)

Ⅲ 管内の市町村における評価指標の達成状況による評価(250点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (8)その他(25点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (7)介護人材確保・生産性向上(230点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (6)介護給付適正化(75点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (5)認知症総合支援(75点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (4)在宅医療・介護連携(25点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (3)リハ職活用(45点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (2)生活支援体制整備等(75点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (1)地域ケア、介護予防・日常生活支援総合事業(120点)

Ⅰ 管内の市町村の介護保険事業に係るデータ分析等を踏まえた地域課題・地域差の把握と支援計画(125点)

全国
平均

国資料
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2022年度（都道府県分） 保険者機能強化推進交付金に係る評価結果＜支援分＞
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全国集計結果 都道府県別得点（満点600点、平均点391.6点、得点率65.3％）

Ⅲ 管内の市町村における評価指標の達成状況による評価(290点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (7)介護給付適正化(50点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (3)リハ職活用(45点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (2)生活支援体制整備等(25点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (1)地域ケア、介護予防・日常生活支援総合事業(165点)

Ⅰ 管内の市町村の介護保険事業に係るデータ分析等を踏まえた地域課題・地域差の把握と支援計画(25点)

全国
平均

国資料
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Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ 合計
・
平均

（１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９）

課題把握
支援計画 地域分析 地域ケア

介護予防
生活支援
体制整備

リハ職
活用

医療介護
連携

認知症
総合支援

介護給付
適正化

介護人材
確保

その他
支援

市町村
達成状況

令和
３年度

配点 400 50 520 170 260 150 85 90 470 60 680 2,935

配点割合 14% 2% 18% 6% 9% 5% 3% 3% 16% 2% 23% -

得点 314 40 416 153 210 130 66 60 300 46 324 2,059

得点割合 15% 2% 20% 7% 10% 6% 3% 3% 15% 2% 16% -

得点率 79% 80% 80% 90% 81% 87% 78% 67% 64% 77% 48% 70%

令和
４年度

配点 150 285 100 90 25 75 75 280 25 540 1,645

配点割合 9％ 17% 6% 5% 2% 5% 5% 17% 2% 33% -

得点 103 221 64 65 22 58 47 185 16 285 1,067

得点割合 10％ 21％ 6％ 6％ 2％ 5％ 4％ 17％ 2％ 27％ -

得点率 69％ 78％ 64％ 73％ 87％ 77％ 63％ 66％ 66％ 53％ 65％

令和３，４年度評価指標における得点状況の変化について（都道府県分）

（１）推進＋支援

国資料
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Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ 合計
・
平均

（１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８）

課題把握
支援計画

地域ケア
介護予防

生活支援
体制整備

リハ職
活用

医療介護
連携

認知症
総合支援

介護給付
適正化

介護人材
確保・
生産性向上

その他
支援

（虐待防止）

市町村
達成状況

令和
４年度

配点 150 285 100 90 25 75 75 280 25 540 1,645

配点割合 9％ 17% 6% 5% 2% 5% 5% 17% 2% 33% -

全国

平均点 103 221 64 65 22 58 47 185 16 285 1,067

得点割合 10％ 21％ 6％ 6％ 2％ 5％ 4％ 17％ 2％ 27％ -

得点率 69％ 78％ 64％ 73％ 87％ 77％ 63％ 66％ 66％ 53％ 65％

三重県

得点 95 230 40 50 20 70 50 111 10 305 981

得点割合 10% 23% 4% 5% 2% 7% 5% 11% 1% 31% -

得点率 63％ 81% 40% 56% 80% 93% 67% 40% 40% 56% 60%

令和３，４年度評価指標における得点状況の変化について（都道府県分）
評価指標別 得点状況

（１）推進＋支援

県分析

12

※配点割合、平均点、得点割合、得点率は小数第一位で四捨五入



13

2020年度 保険者機能強化推進交付金等（都道府県）
評価指標別 得点状況（詳細）

県分析

推進+支援 推進+支援 推進+支援

Ⅰ  管内の市町村の介護保険事業に係るデータ分析等を踏まえた地域課題・地域差の把握と支援計画
150 103.4 95

①地域課題の解決や地域差（管内市町村間の年齢調整後一人当たり介護給付費の差。以下
同じ）の改善に向けた市町村別の支援を実施しているか。 25 17.6 10
②管内の保険者が行っている自立支援・重度化防止等に係る取組の実施状況及び課題を把握
し、市町村支援を実施しているか。 50 43.2 50
③保険者機能強化推進交付金の評価結果（都道府県分・市町村分）を用いた他の都道府県・市
町村との比較・課題分析、支援を実施しているか。 25 15.0 15
④介護医療院への移行に関して、保険者に対して情報提供等の意思決定支援を行っている
か。 25 15.1 5
⑤都道府県に届出される住宅型有料や登録されるサ高住について、保険者の介護保険事業計
画の検討等に必要な支援を実施しているか。 25 12.6 15

Ⅱ　自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容

（２）生活支援体制整備等に係る支援
100 63.9 40

①生活支援体制の整備に関し、市町村の進捗状況を把握し、広域的調整に関する支援を行っ
ているか。 50 39.8 30
②高齢者の住まいの確保・生活支援に関する市町村の取組に対する支援を実施しているか。

25 9.5 0
③高齢者の移動支援に関する市町村の取組に対する支援を実施しているか。

25 14.7 10
（７）介護人材の確保・生産性向上に係る支援

280 185.3 111
①2025 年並びに第８期計画期間における介護人材の将来推計を行い、具体的な目標を掲げた
上で、必要な施策を企画立案しているか。 25 19.4 10
②介護人材の質の向上に関し、当該地域における課題を踏まえ、必要な事業を実施している
か。 25 13.2 5
③介護人材の確保・定着に向けた事業を実施しているか。

50 36.6 20
④介護サービスの質を向上しつつ介護ニーズの増加に対応するための生産性向上の取組支援
を実施しているか。 35 13.2 0
⑤外国人介護人材の受入れに関する事業を実施しているか。

25 17.9 10
⑥介護施設や通いの場等において元気高齢者等の多様な者が活躍する仕組みを構築してい
るか。 75 55.8 30
⑦衛生部局及び関係機関と連携し、管内の介護事業所に対し感染症及び食中毒の予防及び
まん延の防止のための支援を行っているか。 25 12.8 20
⑧文書負担軽減に係る取組を実施しているか。

20 16.5 16

配点 全国平均点 三重県得点



89.4%

66.0%

78.7%

57.4%

59.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 地域課題や地域差の分析を基に、市町村と対
応策について検討する機会・場を設けている

イ 市町村別に、地域課題や地域差に対する支援
方策を策定している（支援対象は抽出した市町村

で良い）

ウ 対応策に基づき、保険者による地域課題に対す
る対応、地域差の改善、介護保険事業計画の進
捗管理を支援（研修事業、アドバイザー派遣…

エ 助言・支援により地域差の改善が図られている

オ 地域差の改善状況を基に各市町村に支援結果
と改善が必要な場合はその改善内容を伝えるプロセ

スを有している

○①②については、各市町村の取組状況・課題の把握や研修やアドバイザー派遣等の実施はできているものの、支援を行った後の評価・改善に向け
た取組において都道府県間の差が認められる。

○③オについては、支援対象とした市町村うち、「都道府県が策定した支援方策の内容が示された」と回答した割合が約７割以上の場合に評価。
○⑤については、市町村への支援後のフォローアップに繋げられている都道府県の割合は１０％台と低調。

87.2%

97.9%

91.5%

89.4%

66.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 有識者を交えた検討会等で各保険者の
課題を踏まえて支援方策を検討している

イ 各保険者の取組状況・課題・支援方策
を管内保険者へ横展開するなど、保険者に

共有している

ウ 支援方策を基に、管内の保険者における
課題に対する対応策について支援を実施して

いる

エ 【市町村該当状況調査】市町村の達成
率（Ⅰ③）

オ エの評価結果を基に、各保険者に支援
結果と改善が必要な場合はその結果を伝え

るプロセスを有している

87.2%

66.0%

55.3%

53.2%

38.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 過年度の評価結果を比較・課題分析し、市町村に
対して情報提供している

イ 市町村支援に係る都道府県の目標を市町村ととも
に検討する機会・場を設けている

ウ 市町村別の支援方策（支援対象は抽出した市町
村で良い）で、支援について目標と取組内容の設定を

している

エ 市町村別の支援方策に基づいて支援を実施してい
る

オ 【市町村該当状況調査】都道府県が策定する支
援方策を当該支援対象市町村が把握している

①地域課題の解決や地域差（管内市町村間の年齢調整後
一人当たり介護給付費の差。以下同じ）の改善に向けた市
町村別の支援を実施しているか。

②管内の保険者が行っている自立支援・重度化防止等に係
る取組の実施状況及び課題を把握し、市町村支援を実施し
ているか。

③保険者機能強化推進交付金の評価結果（都道府県分・市
町村分）を用いた他の都道府県・市町村との比較・課題分
析、支援を実施しているか。

55.3%

38.3%

44.7%

89.4%

74.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 保険者への支援方策を介護保険事業支援計
画に盛り込んでいる

イ 保険者向け研修会を開催している

ウ 関係保険者と定期的に意見交換を行っている

エ 医療療養病床からの転換意向の結果を関係保
険者に情報提供している

オ 医療療養病床からの移行による介護医療院開設
の申請等の情報を関係保険者に提供している

④介護医療院への移行に関して、保険者に対して情報提供
等の意思決定支援を行っているか。

⑤都道府県に届出される住宅型有料や登録されるサ高住
について、保険者の介護保険事業計画の検討等に必要な支
援を実施しているか。

令和４年度都道府県指標Ⅰ 管内の市町村の介護保険事業に係るデータ分析等を踏まえた地域課題・地域差の把握と支援計画

59.6%

57.4%

68.1%

48.9%

17.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 市町村が介護保険事業計画の検討等にあたり、
事前に支援ニーズを把握している

イ 事前に把握した支援ニーズを基に、情報を提供し
ている

ウ 市町村が入居実態等を分析するための支援をして
いる

エ 【市町村該当状況調査】管内市町村のⅠ⑤の得
点状況

オ エの評価結果を基に、各保険者に支援結果と改
善が必要な場合はその結果を伝えるプロセスを有して

いる

国資料

14



○①は、全体的に実施率が８0％超から100％で一定の取組は進んでいるものの、②の市町村別支援の方策の策定やそれに基づく支援の実施は２～
３０％台と低調。
○②オについては、支援対象となっている市町村のうち、「都道府県の支援を受けて取組方針を定めた」と回答した割合が約３割若しくは「取組方針を検

討している」と回答した割合を含めて約５割以上となった場合に評価。
○③は管内市町村の取組状況の把握、課題の検討はほぼ９０％の都道府県で取り組んでいるものの、支援方策の策定～改善のプロセスでは都道府
県間で差が認められる。

①生活支援体制の整備に関し、市町村の進捗状況を把握し、広域的調整に関す
る支援を行っているか。

②高齢者の住まいの確保・生活支援に関する市町村の取組に対する支援を実
施しているか。

③高齢者の移動支援に関する市町村の取組に対する支援を実施しているか。

令和４年度都道府県指標Ⅱ（２） 生活支援体制整備等に係る支援

80.9%

100.0%

80.9%

87.2%

48.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 各市町村の課題等を把握し、市町村支援の目標・
取組内容を設定している

イ 研修等の実施により生活支援コーディネータ－を養
成している

ウ 市町村、ＮＰＯ、ボランティア、民間サービス等を対
象とした普及啓発活動を実施している

エ 生活支援体制の整備に関する市町村の課題に応
じて、関係機関につないでいる

オ 【市町村該当状況調査】市町村の達成率（Ⅱ
（６）②）

59.6%

55.3%

27.7%

31.9%

14.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 生活に困難を抱えた高齢者等に対する住まいの確
保と生活の一体的な支援に関する市町村の取組状況・

課題を把握している

イ 都道府県の目標を市町村とともに検討する機会・場
を設定している

ウ 市町村別の支援方策を策定している（支援対象は
抽出した市町村で良い）

エ 支援方策に基づき支援を行っている

オ 【市町村該当状況調査】高齢者の住まいの確保・生
活支援に関する課題を共有し、取組方針を定めた

89.4%

51.1%

55.3%

53.2%

44.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 市町村の取組状況を把握し、課題を検討している

イ 市町村別の支援方策を策定している（支援対象
は抽出した市町村でよい）

ウ 市町村別の支援方策に基づき支援を行っている

エ 【市町村該当状況調査】Ⅱ（６）⑤の得点状況

オ 各市町村に支援結果と改善が必要な場合は改善
内容を伝えるプロセスを有している
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○①③⑤⑥は全体的に取組めている（得点できている）都道府県の割合は多い。
○④は、実施率が２０～５０％台となっており都道府県間で取組の差が認められる。

①2025 年並びに第８期計画期間における介護人材の将
来推計を行い、具体的な目標を掲げた上で、必要な施策を
企画立案しているか。

②介護人材の質の向上に関し、当該地域における課題を踏
まえ、必要な事業を実施しているか。

③介護人材の確保・定着に向けた事業を実施しているか。

④介護サービスの質を向上しつつ介護ニーズの増加に対応
するための生産性向上の取組支援を実施しているか。

⑤外国人介護人材の受入れに関する事業を実施しているか。

令和４年度都道府県指標Ⅱ（７） 介護人材の確保・生産性向上に係る支援（１／２）

100.0%

66.0%

93.6%

46.8%

80.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 2025 年、第８期計画期間における介護人
材の推計に対する実績を基に、必要な施策を企

画立案している

イ 市町村と人材確保の課題について話し合う協
議会を設置している

ウ 定量的な目標及び実施時期を定めて取組を
実施している

エ 目標を達成している

オ エの評価結果を基に、施策の見直し・改善を
行っている

72.3%

42.6%

27.7%

46.8%

74.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 人材育成に取り組む介護事業所の認証・評価
制度を実施している

イ 教員向け研修を実施している

ウ 「介護に関する入門的研修」の実施状況（研修
修了者に対するマッチング件数の割合が上位３割

超の場合）

エ 59 時間研修修了者数が対前年度比で増加
又は130 時間研修修了者数が対前年度比で増

加

オ ア～エの取組状況を踏まえて、施策の見直し・改
善を行っている

87.2%

100.0%

68.1%

57.4%

76.6%

78.7%

68.1%

78.7%

48.9%

68.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 介護の魅力を伝えるイベントの開催（介護従事者だけ
でなく、地域住民も含めた幅広い層に対して、公開型の…

イ 介護人材の定着に向けて、事業所向け研修会の開催
等、事業所の職場環境の向上に向けた取組を行っている
ウ 介護人材の定着に向けて、相談体制の構築等、介護

職員の抱える問題の解決に向けた取組を行っている
エ 利用者等からのハラスメント対策として、事業所からの相
談に応じる窓口の設置や事業所向けの研修を実施して…

オ 関係団体との連携体制を構築している

カ 介護福祉士等修学資金貸し付け件数（対前年度伸
び率が上位８割を評価）

キ 福祉人材センターにおけるマッチング件数（対前年度
伸び率が上位７割を評価同上）

ク 同センタ－に対する介護福祉士の届出件数（対前年
度伸び率が上位８割を評価）

ケ 【市町村該当状況調査】Ⅲ（２）①②の得点状況

コ ア～クの取組状況を踏まえて、取組内容の見直し・改
善を行っている

34.0%

23.4%

42.6%

23.4%

55.3%

55.3%

29.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 関係団体や有識者等で構成する都道府県
版介護現場革新会議を設置している

イ 革新会議において対応方針を策定している

ウ サービスの質の向上・生産性向上の好事例の
横展開に取り組んでいる

エ 地域医療介護総合確保基金の業務改善支
援事業を活用し、生産性向上ガイドライン等を…

オ サービスの質の向上及び生産性向上に向け
た研修会を開催している

カ 地域医療介護総合確保基金を活用した事
業者のＩＣＴ導入に係る支援を実施した事…

キ 管内市町村に対して、文書量削減に係る取
組を支援している

95.7%

36.2%

91.5%

68.1%

66.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 外国人介護人材の受け入れに向けた体制整
備等に関する取組を実施している

イ １号特定技能外国人又は外国人留学生の受
入れのためのマッチング支援を実施している

ウ 外国人留学生を対象に奨学金の支援又は介
護福祉士修学資金等貸付事業（福祉系後項修

学資金貸付事業を含む）を実施している

エ 取組内容を評価している

オ エの評価結果を基に、取組内容の見直し・改善
を行っている

⑥介護施設や通いの場等において元気高齢者等の多様な者が
活躍する仕組みを構築しているか。

63.8%

91.5%

85.1%

68.1%

63.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア ボランティア養成を実施している

イ 介護施設と就労希望者とのマッチングを実施している

ウ 介護助手等の育成・就労等に係る支援を実施している

エ 取組内容を評価している

オ エの評価結果を基に、取組内容の見直し・改善を行っ
ている
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⑦2025 年並びに第８期計画期間における介護人材の将来推計を行い、具体的な目標を掲
げた上で、必要な施策を企画立案しているか。

⑧介護人材の質の向上に関し、当該地域における課題を踏まえ、必要な事業を実施しているか。

令和４年度都道府県指標Ⅱ（７） 介護人材の確保・生産性向上に係る支援（２／２）

76.6%

68.1%

42.6%

53.2%

14.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 衛生部局及び関係機関との連携体制を構築している

イ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための
定期的な研修会を実施している

ウ 感染症流行時の危機管理の計画を策定している

エ 感染症流行時の広域的な市町村・保健所・協力医
療機関等との連携体制を協議している

オ ウの計画に基づく訓練を実施している

95.7%

85.1%

63.8%

74.5%

76.6%

78.7%

66.0%

57.4%

61.7%

83.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア 押印の見直しによる簡素化

イ 提出方法（持参・郵送等）の見直しによる簡素化

ウ 人員配置に関する添付資料の簡素化

エ 施設・設備・備品等の写真の簡素化

オ 運営規程等への職員の員数の削減の記載方法の簡
素化

カ 変更届の標準添付書類の簡素化

キ 更新申請における提出書類の簡素化

ク 併設事業所の申請における提出書類の簡素化

ケ 実地指導の「標準化・効率化指針」を踏まえた標準化

コ 指定申請書等の様式例の活用やホームページにおける
ダンロード等

国資料
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令和４年度市町村分 保険者機能強化推進交付金に係る評価結果＜全体＞

79 96 66 64 79 74 56 79 88 78 82 70 108 87 97 96 90 81 94 116 75 92 78 89 95 97 101 95 60 84 82 105 71 79 69 82 90 82 91 104 102 84 81 117 77 65 71 84 

695 
802 

692 741 
635 

746 
613 

665 

837 
711 743 

644 

779 
766 

871 924 
820 

766 
739 

821 
743 

908 

789 
781 836 

745 
831 902 

581 

730 

889 
884 

800 
742 

715 
749 

770 775 
858 

711 

988 
865 

836 

1,110 

740 
813 

583 

761 

200 

259 

212 158 
221 

211 

166 

204 

211 

183 
215 

175 

218 218 

213 
248 

254 
246 209 

191 

226 

254 

221 
245 

286 

220 

227 
240 

164 

232 

221 
298 

215 
235 

211 
191 

244 224 
255 

200 

211 

252 
227 

281 

232 
226 

157 

214 

974 

1,157 

970 
963 

935 

1,031 

835 
949 

1,136 

972 
1,040 

889 

1,106 1,071 

1,181 
1,269 

1,165 
1,094 

1,041 

1,129 

1,043 

1,254 

1,088 
1,114 

1,218 

1,062 

1,159 
1,238 

805 

1,046 

1,192 

1,287 

1,086 
1,057 

995 
1,022 

1,105 
1,081 

1,205 

1,016 

1,301 

1,201 
1,145 

1,508 

1,049 
1,104 

810 

1,059.2 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

平
均

全国集計結果 都道府県別市町村得点（満点2,105点、平均点1,059.2点、得点率50.3%）

Ⅲ 介護保険運営の安定化に資する施策の推進(420点)(平均214.1点)

Ⅱ 自立支援、重度化防止等に資する施策の推進(1535点)(平均760.6点)

Ⅰ ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築(150点)(平均84.5点)

最大値

最小値

中央値

全国
平均
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令和４年度市町村分 保険者機能強化推進交付金に係る評価結果＜推進分＞
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全国集計結果 都道府県別市町村得点(満点1,375点、平均点723.6点、得点率52.6%)

Ⅲ 介護保険運営の安定化に資する施策の推進(360点)(平均195.3点)

Ⅱ 自立支援、重度化防止等に資する施策の推進(900点)(平均462.3点)

Ⅰ ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築(115点)(平均66.0点)

全国
平均
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令和４年度市町村分 保険者機能強化推進交付金に係る評価結果＜支援分＞
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全国集計結果 都道府県別市町村得点(満点730点、平均点335.5点、得点率46.0%)

Ⅲ 介護保険運営の安定化に資する施策の推進(60点)(平均18.8点)

Ⅱ 自立支援、重度化防止等に資する施策の推進(635点)(平均298.2点)

Ⅰ ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築(35点)(平均18.5点)

全国
平均

国資料
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Ⅰ
Ⅱ Ⅲ

合計
・
平均

（１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （１） （２）

ＰＤＣＡ
体制構築 介護支援 地域包括

支援
医療介護
連携

認知症
総合事業 介護予防等 生活支援

体制整備
要介護状態
維持・改善

介護給付
適正化等

介護人材
確保

令和
３年度

配点 215 80 310 95 220 900 120 240 120 175 2,475

配点割合 9% 3% 13% 4% 9% 36% 5% 10% 5% 7% -

得点 159 31 183 72 123 382 72 132 59 59 1,272

得点割合 13% 2% 14% 6% 10% 30% 6% 10% 5% 5% -

得点率 74% 39% 59% 76% 56% 42% 60% 55% 49% 34% 51%

令和
４年度

配点 150 100 165 120 140 560 90 360 260 160 2,105

配点割合 7% 5% 8% 6% 7% 27% 4% 17% 12% 8% -

得点 85 51 89 81 83 230 52 174 156 59 1,059

得点割合 8％ 5％ 8％ 8％ 8％ 22％ 5％ 16％ 15％ 5％ -

得点率 56％ 51％ 54％ 68％ 60％ 41％ 57％ 48％ 60％ 37％ 50％

（１）推進＋支援

令和３、４年度評価指標における得点状況の変化について（市町村分）
国資料
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令和４年度 保険者機能強化推進交付金等（市町村分）に係る評価結果
【得点順】

※総人口、65歳上人口は国勢調査結果（2020年10月１日）
※着色部は県平均得点率を下回る地域・項目

県分析

（１）介護
支援専門
員・介護
サービス
事業所等

（２）地域
包括支援
センター・
地域ケア
会議

（３）在宅
医療・介
護連携

（４）認知
症総合支
援

（５）介護
予防／日
常生活支
援

（６）生活
支援体制
の整備

（７）要介
護状態の
維持・改
善の状況
等

（１）介護
給付の適
正化等

（２）介護
人材の確
保

満点 2,105 150 1,535 100 165 120 140 560 90 360 420 260 160
全国平均得点率 50% 56% 50% 51% 54% 68% 59% 41% 57% 48% 51% 60% 37%
三重県平均得点率 53% 59% 51% 50% 55% 75% 63% 40% 60% 50% 58% 67% 45%

総得点順位 市町名 総人口 65歳以上人口 高齢化率 合計点数
1 桑名市 138,613 37,538 27.1% 1,827 87% 90% 85% 100% 94% 100% 100% 97% 72% 50% 92% 92% 92%
2 四日市市 305,424 79,361 26.0% 1,622 77% 83% 72% 90% 42% 100% 86% 64% 78% 75% 95% 92% 98%
3 津市 274,537 81,387 29.6% 1,504 71% 97% 71% 85% 70% 100% 100% 76% 67% 42% 63% 73% 46%
4 名張市 76,387 24,923 32.6% 1,460 69% 97% 65% 80% 45% 71% 46% 66% 67% 75% 74% 73% 75%
5 東員町 25,784 8,011 31.1% 1,424 68% 70% 62% 65% 82% 96% 75% 45% 78% 58% 88% 85% 93%
6 伊勢市 122,765 39,374 32.1% 1,300 62% 83% 56% 70% 64% 79% 75% 52% 78% 33% 76% 62% 100%
7 玉城町 15,041 4,277 28.4% 1,239 59% 60% 52% 65% 82% 92% 79% 51% 67% 8% 84% 75% 99%
8 度会町 7,847 2,837 36.2% 1,225 58% 73% 52% 80% 79% 96% 54% 35% 56% 42% 76% 77% 75%
9 紀北町 14,604 6,716 46.0% 1,211 58% 33% 59% 55% 45% 83% 79% 46% 78% 67% 61% 65% 54%

10 川越町 15,123 2,855 18.9% 1,183 56% 63% 55% 80% 79% 96% 93% 37% 67% 33% 59% 65% 49%
11 尾鷲市 16,252 7,304 44.9% 1,176 56% 27% 59% 55% 48% 83% 79% 46% 78% 67% 54% 65% 35%
12 松阪市 159,145 48,074 30.2% 1,175 56% 70% 52% 60% 58% 88% 89% 42% 61% 33% 65% 54% 84%
13 紀宝町 10,321 3,872 37.5% 1,124 53% 53% 57% 35% 55% 75% 54% 53% 56% 67% 40% 58% 12%
14 いなべ市 44,973 12,345 27.4% 1,106 53% 53% 55% 30% 67% 96% 79% 41% 72% 50% 44% 60% 19%
15 鈴鹿市 195,670 50,884 26.0% 1,085 52% 80% 49% 45% 58% 71% 82% 27% 61% 58% 50% 67% 22%
16 亀山市 49,835 13,445 27.0% 1,025 49% 80% 46% 30% 61% 96% 68% 19% 61% 58% 46% 67% 13%
17 朝日町 11,021 2,114 19.2% 990 47% 20% 49% 20% 73% 21% 43% 23% 67% 92% 51% 54% 47%
18 南伊勢町 10,989 5,889 53.6% 989 47% 53% 42% 50% 33% 71% 43% 41% 50% 33% 63% 63% 62%
19 大台町 8,668 3,759 43.4% 988 47% 50% 45% 35% 70% 92% 50% 47% 67% 8% 54% 83% 8%
20 熊野市 15,965 7,130 44.7% 969 46% 53% 47% 40% 39% 75% 68% 25% 61% 67% 39% 58% 9%
21 御浜町 8,079 3,304 40.9% 959 46% 53% 46% 35% 45% 75% 61% 27% 39% 67% 40% 58% 12%
22 明和町 22,445 7,020 31.3% 957 45% 47% 45% 10% 55% 71% 89% 55% 39% 8% 48% 62% 26%
23 志摩市 46,057 18,978 41.2% 929 44% 40% 42% 40% 39% 50% 29% 34% 39% 58% 55% 65% 37%
24 菰野町 40,559 10,726 26.4% 920 44% 97% 39% 35% 27% 58% 39% 34% 67% 42% 40% 37% 47%
25 大紀町 7,815 3,937 50.4% 802 38% 53% 35% 65% 27% 63% 39% 18% 44% 42% 46% 65% 14%
26 伊賀市 88,766 29,606 33.4% 800 38% 30% 37% 45% 18% 54% 64% 10% 44% 67% 45% 60% 22%
27 木曽岬町 6,023 2,092 34.7% 795 38% 50% 33% 20% 61% 58% 21% 30% 28% 25% 51% 71% 19%
28 鳥羽市 17,525 6,928 39.5% 775 37% 30% 35% 20% 55% 54% 46% 13% 56% 50% 45% 71% 3%
29 多気町 14,021 4,863 34.7% 742 35% 23% 34% 5% 39% 21% 7% 19% 50% 75% 43% 56% 23%

Ⅲ　介護
保険運営
の安定化
に資する
施策の推
進

合計

得点率

Ⅰ　ＰＤＣ
Ａサイクル
の活用に
よる保険
者機能の
強化に向
けた体制
等の構築

Ⅱ　自立
支援、重
度化防止
等に資す
る施策の
推進



令和４年度市町村分Ⅱ 自立支援、重度化防止等に資する施策の推進＜全体＞
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（5）介護予防／日常生活支援 都道府県別市町村得点（満点560点、平均点230.5点、得点率41.2%）

最大値 最小値 中央値

全国
平均

国資料
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2020年度 保険者機能強化推進交付金等（市町分） 得点率
（５）介護予防/日常生活支援

【市町別】

県分析

全国
平均
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評価指標における市町の関心（重点）項目と
主な実施内容について

県作成

・注力事項は各市町によってばらつきがあるが、「保健と介護予防の一体的実施」「通いの場の参加促進アウトリーチ」
「通いの場の参加者の健康状態等の把握・分析」といった項目を重点的に取り組むとする市町が多かった。

評価指標 注力するとした
市町数

多様なサービスの実現に向けた
方策の設定

1

サービスC→通いの場への繋ぎ 2
通いの場の参加促進アウトリーチ 4
行政内・他部門の他事業との連携 2
保健と介護予防の一体的実施 5
専門職関与の仕組み 1
民間サービス等との連携 2
データ活用による課題の把握 1
通いの場の参加者の
健康状態等の把握・分析

3

事業所への自立支援の評価 0
高齢者の社会参加インセンティブ 1
その他（選択肢以外） 3

【保健と介護予防の一体的実施】
・通いの場における健康教育の実施。

早期介入（個別支援）に繋げる仕組みの構築。
・通いの場におけるフレイル予防のほか、

健康診断、生活習慣病対策の啓発、指導。

【通いの場の参加促進アウトリーチ】
・未利用者に対して、訪問等により状況把握やニーズ

を確認したうえで通いの場の情報提供を実施。
・地域協力者との関係強化を継続し、閉じこもりがちな

高齢者のさらなる把握を行い、閉じこもり予防事業や
サロン活動への参加促進を行う。

【通いの場の参加者の健康状態等の把握・分析】
・年１回体力測定を実施し、参加者個人の経年変化や

地区全体での測定結果の評価を実施（自治体内12か所）。
個人へのフィードバックの他、地区で強化すべき取組
等についても支援を実施。

主な実施内容


